



















































































































































































れるけれども、文化は集団現象でもある。「個人データ」からの観点は、ミク の情報を集積したもの 集団の特徴と判断し、その因果関係の議論と誤解す 危険性を常に孕んでいる。　
反対に政治文化が社会の信念・情緒・価値（観）の集積と見なす視点では、それは自己の政治的影響力に応じて






























































































用したものを構造と理解するなら、政治システムは役割を構造化したも と読み替えられ、それが分 ・専門化・複雑化するほど、発展した政治システムとみなすこと できる。　
他方、政治文化 「国民の間で特殊に配分されている政治的対象に対する指（志）向 型」である。指（志）向









































治する政府が実行するリーダーシップと権力 バランスを求め、他方で政治過程での市民参加における調和も勘案されなければならない 選択が政治的 分
図表１：アーモンドの政治文化論の概念図
15 —　現代政治文化論





持している。市民は積極性 消極性のバランスを取るだろう。それ リーダーは市民の要求に応える、と同時に権力を実行することが可能となる。市民は、市民的義務と市民的パフォーマンスとの間の緊張に位置している。大部分の市民は参加す 義務を認識す が、そのために政治（もっと具体的には政府）へ 接近を感じたと も それが義務意識までには到達しそうに い　
最後に合意と亀裂の間の緊張が存在する。特に開かれた民主的システムにおいて、紛争（
conflict ）を政治の本

































と社会システムの全歴史的な経験という集団（あるいは国民）的アイデンティティは、初歩的な社会化過程（文化の導入、パーソナリティ構造の形成、社会的アイデンティティ）、政治的社会化過程（政治的行為の習得と判断の継承）、政治的補充過程（積極的な政治的役割の引き受け）といった三段階を経て確立される。一国の政治文 である国民的アイデンティ ィは、一個人 ら政治システムの全構成員 立場までの段階を通じて形成 定着 維持される。　
また、パイは政治文化の構造が各国に共通した特徴を備えているとも説明する。それは一国の政治文化がエリー
















システムの間を連結し、個人の政治的パーソナリティを形成する社会化の担い手となっている。個人は政治への有効感を第一次集団から受容する。重要なのは、第一次集団と第二次集団の文化融合の度合いが前者のメンバーを後者のより大きなシステム支持に向かわせることである。だから、 一 への情緒的な結 が政治システムへの支持・不支持といった行動 個人 採用さ ている。政治シス ム とが結びつく機会にな 状態にあれば、政治システムは常に不安定要因 あ 、と言わなければならない。　
政治文化の表す具体的な内容は何であろうか。まず個人のナショナル・アイデンティティとの一体感は基本的な








































活動の予測可能な帰結の両方の結果 そしてその主要要素に分析され ことができる。それは政治、法、軍、宗教、教育、そして家族など 組織によって担われる。しかし、これらの制度によって、そして集団によっ の両方に内部連結される。制度は、例えば婚姻、家族、宗教、法 財産 政治権威など 結びつく 集団では個人が様々な機能、役割、地位などの中で位置づけられる。　
したがって、ある社会における社会構造は、特定の役割、そして役割のセットに分化されることができる。それ






人に決定的な影響を及ぼす。また、それは社会全体としての特徴を持つ文化とは区別される。例えば、それはエスニシティ、人種、宗教、言語、地域、社会階級、世代、職業、ジェンダーなどといった準拠集団の文化である。国家は種類・内容を異にする多種の 「不浸透性」の集団または文化集合体から成立する。その点、社会的亀裂は政治活動を成り立たせる社会構造の基底的な部分を明示することにもなる。だからこそ、市民 国家より自らの共同社会に愛着 感じるがゆえに閉鎖的な個々の文化的多元社会において自らの生活の場を求める。　
 社会的亀裂は、とりわけ投票行動との関連において、また政党システムの形成と機能との関連において、政治











であるとき、宗教争点での敵対者は同じ立場にあることを認識し自ら自身を見出すことができる。例えば、ベルギーの言語政治が緊張を引き起こす理由はカトリックと反教権主義や、一見別物と考えられる経済的な亀裂とが一致する場合がある。それとは対照的なケースもある。イタリアの戦後では 階級亀裂は信仰 世俗の亀裂に対応していない。旧キリスト教民主党（ＤＣ）は、通常であれば労働者が共産党や社会党を支持するだろう 、信仰をもっ 多くの労働者票を獲得してきた。ところが、政治の教権支配を嫌う中産階級の多くは左翼的な政党へ投票する結果になる。　
ある社会の亀裂数は多党システムと関係する。それは安定した一党政権を生み出しにくい状況があるからであ
る。したがって、社会の緊張が複数 り、多党による連合政権による統治になりやすい。もちろん あるパターンが社会的亀裂間の展開で存在するなら、特に二次的な亀裂の重要性の中 還元を通じて、おそらく複雑な亀裂がもたらす対立も政治システムをかえって安定させることもある。例えば、オランダの宗教的な亀裂から ひとつのローマ・カトリック 党、二つのプロテスタン 政党が存在した。一九八〇年にひとつ キリスト教民主主義政党を形成する めに合併した。オランダの政党は階級線 基づいて整理されたのであ 。凋落する社会的 が採用した対応策と言えばそれまでだが 社会的亀裂 消滅せず 現社会内において適応しようとする姿 表現している。　



























「公認のドイツ文化」の浸透から労働者を防衛した。また、少数派のカトリック下位文化は多数派のプロテスタント文 に対抗して独自性 発揮しようとした。いわば「強制的」ともいえる下位文化 集団への忠誠は それへの所属意識 強化・平均化する。カトリック教徒はカトリック系学校 学び、カトリック系新聞を読み、キリスト教系労働組合に所属し、交際・婚姻の相手はカトリック教徒に限定し、カトリック志向の政党に投票する。この所属意識は下位文化間の 立を強めてきたことも事実である。例えば、戦間期のオーストリアで 社会主義陣営とカトリック陣営 対立 近
図表５：社会的亀裂と下位文化の状況
カトリック プロテスタント 計
上位階層 25 25 50
下位階層 25 25 50
計 50 50 100
カトリック プロテスタント 計
上位階層 0 50 50
下位階層 50 0 50
計 50 50 100




















































































































































に対して主導権を持ってい 。し し、その説明では社会構造の変化が無視されることになる。その変化は有権者に影響する。つまり、有権者の意向が変わることを意味する。政党は 動する社会・経済・文化的な環境に順応しなければならない。そのことは第二段階へ向けた前提条件とな　
第二段階の開始は一九五〇年以降の時期にあたる。経済再建・回復から安定した経済成長の時期と結びついてい
る。戦前の社会におけ 紛争・対立は、戦争がもたらし 転換・非連続・断絶とともに、社会変動をスピードアップさせた。そ ことは、とりわけファシズムによる独裁を経験した国々では、それまでの社会的分裂 多くの原因を一掃してしまった感がある。例えば、ナチス・ドイツは全体主義の衝撃によって社会の「近代化」を促進した［ダーレンドルフ、二〇〇二年］。ファシズム、戦争、経済再建、戦後の豊かさは、先進西側諸国の社会構造 変化にはさらに大きな、それも急激な効果に拍車をかけている。　
一九五〇年代から一九六〇年代にかけてのＯ・キルヒハイマー 社会分析は示唆に富んでいる。彼は、政党シス









競争に向かわなければならなくなる。社会構造の変化は西側諸国の政党システムがそれに従って類似した変化の起因となっている。社会的対立の鈍化は政治的分極化 低下と同一歩調で進展するはずである。そのことは政治システムの安定と求心的傾向を強める。新しい社会 な現実への政党の適応は、 にはイデオロギー・ポジションの劇的な修正を要する。つまり、政党はほとんど分極化・分節化されない社会へ 適合を求められる、あるいはそれらを横断できる「非イデオロギー政治」（「イデオロギーの終焉」）の形態を強いられる。　
第二次世界大戦後、政治システム内の求心的競争は合意事項となっている。各政党は類似した条件で競争し、潜
在的な支持の点では重なり合う部分を意識しなければならなくなった。伝統的な政党はその現実に適応できず凋落するケースもある。だからこそ新しいタイプの 党が下位社会（社会的亀裂）の境界を交叉するようなアピールを採択 ようになった すなわち、戦後の高度経済成長による 的状況の変化は、新しい政党タイプを生み出す場面を設け キルヒハイマーは「求心的な競争現象」と新しいタイプ 政党を現在の状況に見合う帰結を予測したのである。「包括政党（
catch-all party, V
olkspartei ）」と呼ばれるタイプの政党は古い社会的亀裂














テーマを「事実と異なる」と簡単 否定もできない。政党間競争の求心的性格、それと政党システムの予測される変容結果との間を明確にしなければ らない。そのズレには基本的な区分けを認識しておか ければならない。つまり、現実には完全な一致はあり得ないことを配慮しておく必要がある。社会変動が引き起こす 間競争に課された「求心的な傾向への束縛」 、重要 影響のひとつと見 ければならない。他の影響が操作的であることは予想さ る。他方、社会的亀裂の構造化は先進西側諸国の政治を考える場合、決 て消去されない刻印を残している。ただ次の第三段階には、第一、二段階の現実を踏まえたうえで、また新た 変化が既成 に影響 与える変数になりうる。求心的競争が実現化される前に 言い換えれば所与の条件 して 第三段階で生じた効果が重なることは容易に予想できる。　
第二段階には、政党間競争は分極的傾向であるより、むしろ求心的なそれ なっている。先進西側諸国の戦後状















































































に存在理由がある。エプシュタインは、幹部政党が「左翼からの感染」によって大衆政党化することだけでなく、「右翼からの感染」も生じるとし、左翼政党も幹部政 を真似 結果と ることを主張した。例えば、第一に選挙運動のマスコミ 利用である。大統領選挙で それは顕著となっており、政党の組織は不必要になっている。第
45 —　現代政治文化論















































ん、そのことが政治システムに影響するだろ が、戦前のファシズム前夜のような不安定さとは一応別物と見なせる。また注意すべきこととして、「変動票」は極端な形を繰り返す政党間の移動とはどうしても考えられない。二、三の既成政党間の投票選択の移動がほとんどであり、その点では有権者 選択で 、諸政党が属す左翼と右翼の各陣営内において票が移動しているともみなせる。その結果 政治システムの求心的な性格を基礎に「移動・回復・維持」の形で、有権者 投票する選挙戦術を繰り返しているようになっている。　
だから、その移動は、①イデオロギー的に近くにあ 政党間への移動であるかどうか、それとも、②まったく対





れかの陣営内での移動である。具体的には、左翼陣営内の社会民主主義党から共産主義政党へと支持を一時的に変更したり戻ったりするケース、同様に右翼陣営内 自由主義政党からキリスト教民主党か保守 党 いずれかに票を移すか戻すか、といった投票行動が想像でき いわば政党による支持者への拘束が緩ん 分だけ 有権者 次善の政党を選択肢（





















果、すなわち一九六〇年代までに完成した政党─支持構造である。ところが、一九四五年以降の社会変動は、いくつかの点で伝統的な政党に影響してきた。それは歴史的に形成されてきた社会的亀裂線の弱体化によるものである。ゆえに社会的亀裂によるモデルは次第に説得力を失ってきた、と説明される。社会経済構造の変動は第一次産業から第二次産業、そして第三次産業へと就業人口の重点を移行させ 人々の社会的移動に影響する重要な要因となる。まず、第一次産業の凋落があ 。農業を中心とする第一次産業を基盤 する が衰退することによって、ある政党は支持票の減少に直面することになった。　
北ヨーロッパ諸国やイギリスでは、この傾向が顕著であった。もちろん、同傾向は、産業の発展では遅れている
南ヨーロッパ諸国でも進展した。先進西側諸国のそれぞれの社会は現在、都市化された様相を示してきた。先進西側諸国の伝統的産業の基盤が縮小した後、第二次産業型、さらに今で 第三・四次産業に雇用の中心が移動した。そのことは、第二次 型の労働者も就業人口の中、「古い」部分として端に追いやられるようになっている。新しい産業の勃興は生活水準の上昇や教育 高レベルを伴ってきた帰結である。また、これまでの社会階級内の対立・分裂を鈍化し、それが政治的な傾向、具体的には政党支持に影響してきた　
第三次・四次産業に従事する、いわゆる「新中間層」・「新中産階級」・「新労働者階級」に属する人々は、類






マルな結びつきが存続するか否かが問われるようになった。第二次産業は衰退し それにともなって労働者の連帯感が低下し、それに代わり第三次、第四次産業のホワイトカラーの自立的な傾向は増加し もちろん、ホワイトカラー層は労働組合に加入 ことはある。しかし、従来までの左翼政党と労働組合との同じ結びつきとは必ずしも言えなくなった。それは自己の意識に応じて自分 一票を手段的に に支持することもある。その意味は階級という亀裂の持つ個々人の拘束を弛緩させることにもなる。　
新たな社会経済的傾向がもたらす影響によって、先進西側各国の有権者の姿勢や動向は簡単に予測できなくなっ
た。とはいえ、伝統的な社会的亀裂は完全に消滅していないことも理解しておかなければならない 主要 社会・経済指標は相変わらず「職業は何か」、「労働組合員であるかどうか」、「どの宗教 信仰しているのか否か」など、それらは自己の属性であるし、自らのアイデンティティがどこに存在す のか 根拠であり、他の変数より投票行動のパターンの行方を説明し続けている。 とえ、社会的属性 らの説明が数十年前よりも弱まったとはえ、まだ人々の行動を説明する要因を備えている。　
変化する社会構造は、歴史的な社会的亀裂モデルを修正 変更することを促している。これまでの社会的亀裂は
消滅したわけではない。同時に新し 亀裂が出現 かどうかも確認する必要があ 。労働者とホワイトカ
51 —　現代政治文化論
ラーとは異なる思考を持つかもしれないし、景気後退があれば、雇用のためには、通常では表面化しない階級意識をもって、両者とも同じぐらい戦闘的であるかもしれない。宗教に基づく支持では、フォーマルなメンバーシップと教会出席率の低下は顕著になったとはいえ、例えば、ある個人が異教徒に遭遇すると 自己のアイデンティティを確認したい感情に駆られ、その点では政治におけ 判断において「宗教要素」が不要になったとは言い切れない。宗教は個々人の倫理観で異なる形を表現されるはずである。また、世代間 よる新旧の価値観、生産者と消費者の立場のちがい、中心と周辺の対立なども新しい社会的亀裂が生まれ いるとも考えられる。それでも戦後から現在に至る時間の経過の で、人々 態度や行動を大きく決定してきた社会的亀裂の影響力は低下した、と述べられる。　
では、既成政党は変化する社会条件にどう対応するのだろうか。ひとつの大胆な可能な反応として、古くからの
代表的な連結を放棄す ことである。ある判断において、政党内でそのイデオロギー・綱領に影響を及ぼす決定的なスイッチ役が存在するかもしれない。ところが、既成政党は伝統的なクラ エントをな ざり することは許されそうにない。当然、政党はその背後に メンバーシップと伝統の 続性を無視できない。大胆な転換は支持票の減少に直結する この試練にどう対処すべきか そうすれば、その方策として、政党は従来の支持者に向けたアピールを希薄化するにちがいない せよ、政党 採用する戦略 こ まで 政党支持 危うくすることなし 、新しい支持者 獲得しなければなら 。　
ここで社会的亀裂モデルが無意味となったとする近年の諸見解に再考を促したい。社会的亀裂が弱まり変容
したとしても、本当にそれらが無意味になったのだろうか、というこ を問い直さ ければならいだろう。私たちは、新 い現象に目 奪われて、本質を等閑視する恐れがあるのではないだろうか。先進西側諸国におけ
23巻— 52


























在す 。場合によっては例外的に絶対多数を獲得するかもしれない。ところが、政治システムの求心的傾向が定着していれば、次の選挙で「自然の」バランスが回復することがこの考え方の前提にある。もちろん、「自然の」バランスそのものが変化することがある。これまでの多数党に代わって、周辺的な役割だけを演じる政党が突出した動きがある。もし変化した状況が持続す と証明されるなら、そうすると新し 政党（間）バランスが「自然」と見なされるようになる。そのような変化 生じると、その結果を政党システム 「再編成」と説明される。　
厳密に述べれば、政党システムは一国の社会構造内の主要な亀裂で編成される、と言われてきた。再編成は新し




て、社会構造と 党編成の間 連結は必ずしも明確とは限らない。例 ば、イギリスの労働党は自由党に代わって一九二〇年代 与党に対抗する競争政党になって大きく政党システムを再編成させた
B
utler and Stoke,1974 ］。
　
どのように再編成が生じるかという論争がある。古典的民主主義論者は有権者が出来事や争点への対応で政治的






年代以降存在してきたと思われる。これらの中に低い政治参加・関与は選挙での低い投票率がある。現政党システムからの離反は、とりわけ若い有権者の間で明白である。このことは多くの論者によって新しい党派的な編成の到来を予想された。しか 、再編成の形態に関 て 同意があるわけではない。　
再編成のメカニズムの新しく発見された理解があって、これらの選択的シナリオすべては、単一の政治綱領を支

















































するよりもずっと小さいと言われる。しかし、いくつかの争点は四つの効果に関わらず、実質的 インパクトがある場合もある。も 一般的には、より弱い政治的関与への傾向がある。結 的にアメリカでは、一九六〇年代半ばに「争点投票」が主張された［
N
ie,1974 ］が、争点投票に関しては傾向分析と因果関係という問題を含んでい





























































































党に一方において政治的に極端な主張を弱めさせるし、他方において競争上の幅広い支持を得るために、自らの綱領・公約・ 針などを穏健化させるこ になった。結果的に、左─右軸の幅は縮小傾向にある。大ざっぱ 述べれば、包括政党化して二つの大政党だけに収斂しそうである。社会経済の主要な争点 依然として存続するとはいえ、多党化しても分極化状況にはなりそうに い。ということは、既成政党間の票の移動はより容易とな ので、選挙結果は激変する可能性がある。　
有権者は特定の争点に優先順位をつけて、以前よりもより自由に 党を選択することが可能となったようであ

























歴史上何度も見られた社会変動の一種と同様の 象 も考えられ 。だから、これ 過大評価することは注意を要する。社会運動は既成政党と連結せず 自らの直接行動に依存する。このことは「新しい政治」を新しい政党形成の源泉と見なされないかもしれない。　
「新しい政治」は社会において触媒的な存在と見なせる。それが現在の社会に新しい刺激を与え、変化を促すか













































































































度や行動で息を吐くように外面化するための心的な準備状態である。人間は内面化される媒体（認知・情緒・評価など）を通じて、それを自分なりに咀嚼して、外部に態度という形をとって繰り返し表現す のである。その媒体という分析枠組みは必ずしも客観的でも普遍 でもなくてもよく、一種の偏見・先入観に類似 ものである。これらを先有性と呼ぶ。人間はそれらを先有していなければ、ある事柄（刺激）について判断（反応）を下すことができない（刺激→媒体→反応）。この事例を選挙と う刺激から投票 選択という媒体を通じて、投票や棄権という反応という点から、有権者を三グループに分けて考えておこう。　
第一グループは選挙の公示日にはすでに支持政党を決定する先有性を持つ人々 なる。第二グループは投票日























































待にそった行動を要求する過程を指している。社会集団は社会統制によって政治的態度の形成と維持に大きく影響する。その場合、多数の社会集団は協力 相互に 統制を行うのが通常であり、この社会統制の体系が末端における小集団とともに完備されるとき、政治的な下位文化 成立する。小集団内 の 並行し、類似する小集団や上位にある大集団（のオピニオン・リーダー）→小集団（ オピニオン・リーダー）→個人というパターンが垂直的、水平的 ある政治的態度の維持・拡大を目的に張り巡らされている。社会統制 左翼政党・右翼政党のそれぞれの支持組織の中に典型的に見られる。　
カトリック系政党にその例を見ておこう。従来の伝統的形態では、教区での司祭と信者との関係において、カ
73 —　現代政治文化論






















































ての文化を媒介するものであり、社会関係を維持する重要な人格形成過程であ 。また、政治的社会化はある社会の世代が次世代に政治的な価値や信念を伝達する過程でもあ 。政治的態度は幼少・青年期における家族、仲間集団、学校、職場、マスコミなどによる顕在的、潜在的な政治的社会化によって形成される それはある個人にとっては成人後の政治的態度の形成に際して先有的傾向とな 。　
政治的社会化には、顕在的なものと潜在的なものの二種類がある。顕在的な政治的社会化は、直接個人に政治的














社会の価値、政治 世界についての知識を体系的に伝えている。日本の子供の特徴は「国民一人ひとりが政治を動かす」という抽象概念を建前として受け入れ が、政治家へのイメージは小学生段階のプラス・イメージから中学生段階に移るにつれてマイナス・イメージへと次第に変化する。それは選挙に代表さ る政治への有効感の低さに関連している。　
これに対して、アメリカでは小中高校生と年齢を経るにしたがって、大統領への好意的イメージが上昇する。ア



















































































































































主義的な攻撃、強者への権威主義的服従：抑圧委譲の原理）、ｃ．優劣の一般化（「より強い」ことをすべてに優れているものにすり替え）、ｄ．力に対する信頼（力へ 欲求を利己的、冷酷に行使）、ｅ．外的標識による判断（肩書き、財産、門地 学歴などの外面的特徴で人間を判断し）、ｆ．ステレオ・タイプ的見方（すべてを世俗的な善悪・強弱・優劣 両極で判断し 白黒を決めなければ不満足）、ｇ．敵意と憎しみ、ｈ．人間の道具視。　
このタイプの特徴は、自我がうまく形成されず、その背景に不安、罪悪感、葛藤が存在し、その精神的な弱さを








く欲求への関心を説明した。ａ．生物学的欲求（個体としての人間の生存の最低限の欲求：生存の欲求）、ｂ．安全保障の欲求（人生の安全を求める欲求：安全の欲求）、ｃ．愛情の欲求（人から愛されたい、人を愛したいという人間的結合の欲求：帰属の欲求）、ｄ 自己評価の欲求（自分に対 て自信 持ち、他人か 評価されたい自尊心・尊敬：尊敬 ）、ｅ．自己実現 （自己 目的 社会で実現したい欲求）［マズロー、一九七一年］。　
ａの低次からｅの高次までの各段階の欲求はヒエラルヒー構造によって統合されていて、人は自己の生物学的欲




























国 （西）ドイツ イギリス フランス 日本 アメリカ
年 1982 1992 1982 1989 1982 1989 1982 1993 1982 1992
第1次産業 5.5 3.5 2.7 2.1 8.4 2.7 9.7 5.9 3.6 2.7
第2次産業 42.7 39.2 34.7 29.1 34.6 27.6 34.6 27.6 28.4 24.4





は社会主義文化 定着や左翼政党に有利に作用した。しかし、第三次産業（サービス職種）、第四次産業（情報職種）の近年の飛躍的増大による新中間層（＝新中産階級）の登場や「豊かな社会」の実現、また社会移動、教育・マスコミ 普及など、いわゆる政治・経済・文化の状況での「平準化」 実現によって、社会主義的な下位文化がその維持を次第に困難にしてい 。そのことは 工業地帯の著しい流動性に見られるように従来の社会的ネットワーク（例、労働者文化、カトリック・アクション 「村社会」など）の崩壊と、既存の社会的コミュニケーション 喪失 つまり共同体維持の困難さを意味している。　
従来の下位文化が衰退したといっても、先進国 保守主義政党や社会














































































































ハート、一九七八年、武重、一九八六年］。単純化すれば、一九七〇年代前半において、物質主義は戦前・戦中・戦争直後を経験した旧世代の価値志向であり、自己の窮乏化時代の生活体験から、物質的な豊富さ 経済的利益、実体的な形として「生活の量」を求める。すなわち、物 的、経済的、宗教的な安定を求める傾向がある。それに対 て、脱物質主義は戦後の経済成長を当然視する戦後生まれの若い世代の価値志向であり、物質的、経済的な豊かさよりも、ある程度の豊かさがあれば、人間らしい環境や空間を促進しようとする「生活の質」を追求する。　
イングルハートは、Ｈ・マズローの欲求の変動理論［マズロー、一九七九年］に依拠しな
がら、次の四つの質問から人びと 価値変動内容を検証した。「あな が以下の四つの中か
イギリス 西ドイツ フランス イタリア ベルギー オランダ
物質主義者 37 41 41 41 30 32
混合型 55 48 47 47 56 54























































国名 1981年 1990年 1996年 差
（西）ドイツ 45 30 23 －23
イタリア 63 44 － －19
スイス － 46 31 －15
カナダ 77 64 － －13
アメリカ 85 77 76 －9
スウェーデン 30 22 21 －9
スペイン 77 68 72 －5
日本 54 51 － －3
イギリス 74 72 － －2
フランス 60 59 － －1
デンマーク 29 35 － ＋6




価値から解放を求めるリバタリアン 価値への変動モデルのほうが、日本人の価値志向の転向をうまく説明す のではないか、と述べる。結局、日本人の価値志向の変動を考える際には、長期的にリバタリアン的価値志向、短期的に脱物質主義的価値へ変動の説明 方が有益だということになる。　
戦後日本の経済発展と社会変動は、世代間の相違と学歴の有無を基準とする伝統




価値タイプ 1930年 1953年 1958年 1963年 1973年 1978年
権威主義的価値 53 39 29 23 16 18
獲得的価値 35 21 20 21 17 16
自由人的価値 14 32 45 49 62 61
ＤＫ－ＮＡ 8 8 6 7 5 5
計 100 100 100 100 100 100
図表 15：日本人の価値優先順位（％）
23巻— 100





































































は低下し、逆にキリスト教民主同盟のそれは上昇した。ところが、一九七〇年代前半以降、若者は伝統的な価値志向を拒否 個人主義 自己実現を要求し始めた。新しい価値に好意的な有権者は、従来の社民党の政治スタンスから移動 始め、前述した新中間層の政治的体質の図表
11仮説３に近い状況が生まれた。一九七四年までの
社民党支持で 、この新しい個人主義的価値志向が古い伝統的な労働組合至上主義と対立するようになってきた。一九七〇年代の二回の石油危機は「社民党に社会を改革するという旗印」を放棄させる結果となり そのことは社民党支持層の中にあった潜在的な矛盾・対立を表面化させること なっ　
一九七三年選挙では一八歳から三一歳までの脱物質主義者の七〇％以上が社民党を支持したにもかかわらず、
一九七〇年代後半に価値変動志向は強まり、「新しい社会運動（反原発、エコロジー、平和など）」を具体化させる（「新しい左翼」の出発）。この価値観は「エコロジー志向」を中核に位置づけ、既成政党への不満を表明する。この新しい価値志向を代表する政党が緑の党である。一九八二年選挙では、若い脱物質主義者 二四％が社民党、一六％がキリスト教民主同盟、四八％が緑の党を支持する結果となった。重要なのは 一九七〇年代後半から新しい価値志向 政治的代表となったと言われる という存在である。緑の党支持層は脱物質主義的な、若くて高学齢の都市住民である、と言われる。この新しい志向 担 手は 会と 合が比較的弱い集団や社会層であ
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ニズム運動も同様であったことが指摘される。ところが、現在の新しい社会運動が提起するのは、エコロジー、核の灰、原子力発電、環境破壊、資源の枯渇といった問題が人類共通 、普遍的な事柄を含んでいるし その中核メンバーのイデオロギーに典型的な形で表現されて このことが新しい社会運動の本質であり、付随的な点に見られる形態的に類似する、歴史上、限定的な先例とは区別すべき「新しさ」を備えている、と考えるべきである。また、理論的観点から、従来の社会運動を説明する剥奪モデル、合理的選択モデル 資源 員モデルといった理論では、「新しい社会運動」を理解しきれないかもしれない。従来の運動との相違、言 換 れば、その「新しさ」とは何かをイデオロギー、支持基盤、社会組織 政治スタイルから特徴づけておかなければならな 。　
「古い社会運動」は経済利益や労働、農業、人種などの個々の社会ネットワークの組み合わせから派生する。こ


















る。それゆえ、民主主義的伝統のあるイギリス ような国でも単純多数選挙制度のため、「環境保護政党」 政治の表舞台に進出しにくい状況にあ 。つまり、選挙制度は自己の一票を「浪費」 くない投票者に制約を課しまた選挙制度が比例代表制であっても、スペイン ポルトガル ような民主主義制度の伝統の弱い国々はそのような運動や政党の出現を阻止して る。　
まだ選挙での成功は限定的とはいえ、「環境保護政党」は既成政党の政策変更、 治的アジェンダの再定義をも






ファンダメンタリストがベルリン市議会において社民党との連立与党という政治的妥協を図るまでになった。現実派と原理派の論争は運動その のの存立に関わる問題 ので、今後も継続すると思われる。ただ、一般 有権者の視点からすれば、この「新しい社会運動」や「環境保護政党」の主張は「ユートピア」的であり それが簡単に実現されるとは考えられないので、将来、「新しい社 運動」が長期間 機能したい するならば、より現実と妥協して部分的にでも因習的な組織 論理を採用せざるをえないかもしれない。あ 研究によれば、「環境保護政党」は体制内に参入することによってオリジナル 約束を放棄してきているという しか 、こういった現象は組織の発展を実現する「環境保護政党」の能力に する肯定的な評価とする見解もある。　
先進国の有権者と政党による政治編成である政党システムは、まだ根本的には変化していないが、「 しい運






























































加に関わる主観的指（志）向として説 する行為を明確にする。した って、行為 態度の一致を論じている。もちろん、これには問題点もある。例えば、政治的関心、政治参加と国民 義務が同一 有して ること、非因襲的な政治的行為のため政党との一体感から離脱してい ことなどを説明する 法を講じなければならない。　
私たちは、ひとつの価値のもとに、個人の動機を定着させいる客観性または社会的属性から解釈しがちとなりや
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